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名古屋港管理組合工事契約約款 新旧対照表  

【新】  【旧】  

 第１条～第３条 略  
  
（契約の保証）  
第４条 受注者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなければならない。ただ

し、第五号の場合においては、履行保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券を発注者に寄託しなければ

ならない。なお、契約書の契約保証金欄に「免除」と記載されているときは、この条は適用しない。  
一 契約保証金の納付  
二 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供  
三  この契約による債務の不履行により生じる損害金の支払いを保証する銀行、発注者が確実と認める金融

機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第

４項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。）の保証  
四 この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証  
五 この契約による債務の不履行により生じる損害をてん補する履行保証保険契約の締結  

２  受注者は、前項の規定による保険証券の寄託に代えて、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通

信の技術を利用する方法（以下「電磁的方法」という。）であって、当該履行保証保険契約の相手方が定

め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当該保険証券を寄託したも

のとみなす。  
３  第１項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第６項において「保証の額」という。）、請

負代金額の１０分の１以上としなければならない。  
４ 受注者が第１項第三号から第五号までのいずれかに掲げる保証を付す場合は、当該保証は第５３条第３項

各号に規定する者による契約の解除の場合についても保証するものでなければならない。  
５ 第１項の規定により、受注者が同項第二号又は第三号に掲げる保証を付したときは、当該保証は契約保証

金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第四号又は第五号に掲げる保証を付したときは、契約

保証金の納付を免除する。  
６ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額の１０分の１に達するまで、発注者 
は、保証の額の増額を請求することができ、受注者は、保証の額の減額を請求することができる。  

  
第５条～第２９条 略  
  

第１条～第３条 略  
  
（契約の保証）  
第４条 受注者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなければならない。ただ

し、第五号の場合においては、履行保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券を発注者に寄託しなければ

ならない。なお、契約書の契約保証金欄に「免除」と記載されているときは、この条は適用しない。  
一 契約保証金の納付  
二 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供  
三  この契約による債務の不履行により生じる損害金の支払いを保証する銀行、発注者が確実と認める金融

機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第

４項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。）の保証  
四 この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証  
五 この契約による債務の不履行により生じる損害をてん補する履行保証保険契約の締結  

（新設）  
  
   

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第５項において「保証の額」という。）は、請

負代金額の１０分の１以上としなければならない。  
３ 受注者が第１項第三号から第五号までのいずれかに掲げる保証を付す場合は、当該保証は第５３条第３項

各号に規定する者による契約の解除の場合についても保証するものでなければならない。  
４ 第１項の規定により、受注者が同項第二号又は第三号に掲げる保証を付したときは、当該保証は契約保証

金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第四号又は第五号に掲げる保証を付したときは、契約

保証金の納付を免除する。  
５ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額の１０分の１に達するまで、発注者 
は、保証の額の増額を請求することができ、受注者は、保証の額の減額を請求することができる。  

  

第５条～第２９条 略   
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【新】  【旧】  

（不可抗力による損害）  
第３０条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあっては、当該基準を超えるもの

に限る。）で発注者と受注者又は下請負人のいずれの責めにも帰すことができないもの（以下この条において

「不可抗力」という。）により、工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器

具（以下この条において「工事目的物等」という。）に損害が生じたときは、受注者は、その事実の発生後直

ちにその状況を発注者に通知しなければならない。  
２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損害（受注者が善良な管理

者の注意義務を怠ったことに基づくもの及び第５７条第１項の規定により付された保険等によりてん補され

た部分を除く。以下この条において「損害」という。）の状況を確認し、その結果を受注者に通知しなければ

ならない。  
３ 受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による費用の負担を発注者に請求する

ことができる。  
４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があったときは、当該損害の額（工

事目的物等であって第１４条第２項、第１５条第１項若しくは第２項又は第３８条第３項の規定による検

査、立会いその他受注者の工事に関する記録等により確認することができるものに係る損害の額に限る。）及

び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（以下この条において「損害合計額」という。）のうち請負

代金額の１００分の１を超える額を負担しなければならない。ただし、災害応急対策又は災害復旧に関する

工事における損害については、発注者が損害合計額を負担するものとする。  
５ 損害の額は、次の各号に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところにより、算定する。  
一  工事目的物に関する損害  

     損害を受けた工事目的物に相応する請負代金額とし、残存価値がある場合にはその評価額を差し引いた

額とする。  
二  工事材料に関する損害  

     損害を受けた工事材料で通常妥当と認められるものに相応する請負代金額とし、残存価値がある場合に

はその評価額を差し引いた額とする。  
三  仮設物又は建設機械器具に関する損害  

     損害を受けた仮設物又は建設機械器具で通常妥当と認められるものについて、当該工事で償却すること

としている償却費の額から損害を受けた時点における工事目的物に相応する償却費の額を差し引いた額とす

る。ただし、修繕によりその機能を回復することができ、かつ、修繕費の額が上記の額より少額であるもの

については、その修繕費の額とする。  

６ 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次以降の不可抗力による損害合計額

の負担については、第４項中「当該損害の額」とあるのは「損害の額の累計」と、「当該損害の取片付けに要

する費用の額」とあるのは「損害の取片付けに要する費用の額の累計」と、「請負代金額の１００分の１を超

える額」とあるのは「請負代金額の１００分の１を超える額から既に負担した額を差し引いた額」と、「損害

合計額を」とあるのは「損害合計額から既に負担した額を差し引いた額を」として同項を適用する。  
  
第３１条～第３５条 略 

（不可抗力による損害）  
第３０条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあっては、当該基準を超える

ものに限る。）で発注者と受注者又は下請負人のいずれの責めにも帰すことができないもの（以下この条に

おいて「不可抗力」という。）により、工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建

設機械器具に損害が生じたときは、受注者は、その事実の発生後直ちにその状況を発注者に通知しなければ

ならない。  
２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損害（受注者が善良な管理

者の注意義務を怠ったことに基づくもの及び第５７条第１項の規定により付された保険等によりてん補され

た部分を除く。以下この条において「損害」という。）の状況を確認し、その結果を受注者に通知しなければ

ならない。  
３ 受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による費用の負担を発注者に請求する

ことができる。  
４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があったときは、当該損害の額（工

事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具であって第１４条第２項、第１

５条第１項若しくは第２項又は第３８条第３項の規定による検査、立会いその他受注者の工事に関する記録

等により確認することができるものに係る額に限る。）及び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額

（第６項において「損害合計額」という。）のうち請負代金額の１００分の１を超える額を負担しなければな

らない。  
 ５ 損害の額は、次の各号に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところにより、算定する。  
一 工事目的物に関する損害  

     損害を受けた工事目的物に相応する請負代金額とし、残存価値がある場合にはその評価額を差し引いた

額とする。  
二 工事材料に関する損害  

    損害を受けた工事材料で通常妥当と認められるものに相応する請負代金額とし、残存価値がある場合に

はその評価額を差し引いた額とする。  
三 仮設物又は建設機械器具に関する損害  

     損害を受けた仮設物又は建設機械器具で通常妥当と認められるものについて、当該工事で償却すること

としている償却費の額から損害を受けた時点における工事目的物に相応する償却費の額を差し引いた額と

する。ただし、修繕によりその機能を回復することができ、かつ、修繕費の額が上記の額より少額である

ものについては、その修繕費の額とする。  
６ 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次以降の不可抗力による損害合計額

の負担については、第４項中「当該損害の額」とあるのは「損害の額の累計」と、「当該損害の取片付けに要

する費用の額」とあるのは「損害の取片付けに要する費用の額の累計」と、「請負代金額の１００分の１を超

える額」とあるのは「請負代金額の１００分の１を超える額から既に負担した額を差し引いた額」として同

項を適用する。  
  

第３１条～第３５条 略 
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【新】  【旧】  

（前金払及び中間前金払）  
第３６条 受注者は、発注者に対して請負代金額の１０分の４の範囲内において、発注者が定めた率により計算

した額の前払金の支払いを請求することができる。  
２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、適法な請求書を受理した日から３０日以内に前払金を

支払わなければならない。  
３ 受注者は、第１項の規定による請求をする場合においては、あらかじめ、保証事業会社と、契約書記載の

工事完成の時期を保証期限とする、公共工事の前払金保証事業に関する法律第２条第５項に規定する保証契

約（以下「保証契約」という。）を締結し、その保証証書を発注者に寄託しなければならない。  
４ 受注者は、第１項の規定により前払金の支払いを受けた後、保証事業会社と中間前払金に関し、契約書記

載の工事完成の時期を保証期限とする保証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託し、請負代金額の１

０分の２以内の中間前払金の支払いを請求することができる。  
５ 受注者は、前項の中間前払金を請求しようとするときは、あらかじめ、発注者又は発注者の指定する者の

中間前金払に係る認定を受けなければならない。この場合において、発注者又は発注者の指定する者は、受

注者から認定の請求があったときは、直ちに認定を行い、当該認定の結果を受注者に通知しなければならな

い。  
６ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の請負代金額の１０分の４の範囲

内において、発注者が定めた率により計算した額（第４項の規定により中間前払金の支払いを受けていると

きは、増額後の請負代金額の１０分の４の範囲内において、発注者が定めた率により計算した額及び増額後

の請負代金額の１０分の２の額の合計額）から受領済みの前払金（中間前払金の支払いを受けている場合に

は、中間前払金を含む。以下、この条及び次条において同じ。）を差し引いた額の範囲内で前払金の支払いを

請求することができる。この場合において受注者は、あらかじめ、保証契約を変更し、変更後の保証証書を

発注者に寄託しなければならない。  
７ 第４項及び前項の規定による請求があったときは、第２項の規定を準用する。  
８ 受注者は、第３項、第４項及び第６項に規定する保証証書の寄託に代えて、電磁的方法であって、当該保

証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、

受注者は、当該保証証書を寄託したものとみなす。  

９ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が減額後の請負代金額の１

０分の５（第 ４項の規定により中間前払金の支払いを受けているときは、１０分の６）を超えるときは、受

注者は、請負代金額が減額された日から３０日以内にその超過額を返還しなければならない。ただし、返還

の期間内に第３８条及び第３９条の規定による支払いをしようとするときは、発注者は、その支払額の中か

らその超過額を控除することができる。 

10 前項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況からみて著しく不適当であると認められ

るときは、発注者と受注者とが協議して返還すべき超過額を定める。ただし、請負代金額が減額された日か

ら３０日以内に協議が 整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

11 発注者は、受注者が第８項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その未返還額につき、同項の期間を

経過した 日から返還をする日までの期間について、その日数に応じ、年２.５パーセントの割合で計算した

額の遅延利息の支払いを請求することができる。 

12 受注者は、第８項の場合その他請負代金額が減額された場合において、保証契約を変更したときは、変更後

の保証証 書を直ちに発注者に寄託しなければならない。 

（前金払及び中間前金払）  
第３６条 受注者は、発注者に対して請負代金額の１０分の４の範囲内において、発注者が定めた率により計算

した額の前払金の支払いを請求することができる。  
２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、適法な請求書を受理した日から３０日以内に前払金を

支払わなければならない。  
３ 受注者は、第１項の規定による請求をする場合においては、あらかじめ、保証事業会社と、契約書記載の

工事完成の時期を保証期限とする、公共工事の前払金保証事業に関する法律第２条第５項に規定する保証契

約（以下「保証契約」という。）を締結し、その保証証書を発注者に寄託しなければならない。  
４ 受注者は、第１項の規定により前払金の支払いを受けた後、保証事業会社と中間前払金に関し、契約書記

載の工事完成の時期を保証期限とする保証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託し、請負代金額の１

０分の２以内の中間前払金の支払いを請求することができる。  
５ 受注者は、前項の中間前払金を請求しようとするときは、あらかじめ、発注者又は発注者の指定する者の

中間前金払に係る認定を受けなければならない。この場合において、発注者又は発注者の指定する者は、受

注者から認定の請求があったときは、直ちに認定を行い、当該認定の結果を受注者に通知しなければならな

い。  
６ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の請負代金額の１０分の４の範囲

内において、発注者が定めた率により計算した額（第４項の規定により中間前払金の支払いを受けていると

きは、増額後の請負代金額の１０分の４の範囲内において、発注者が定めた率により計算した額及び増額後

の請負代金額の１０分の２の額の合計額）から受領済みの前払金（中間前払金の支払いを受けている場合に

は、中間前払金を含む。以下、この条及び次条において同じ。）を差し引いた額の範囲内で前払金の支払いを

請求することができる。この場合において受注者は、あらかじめ、保証契約を変更し、変更後の保証証書を

発注者に寄託しなければならない。  
７ 第４項及び前項の規定による請求があったときは、第２項の規定を準用する。  
（新設）  
  

 

８ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が減額後の請負代金額の１

０分の５（第４項の規定により中間前払金の支払いを受けているときは、１０分の６）を超えるときは、受

注者は、請負代金額が減額された日から３０日以内にその超過額を返還しなければならない。ただし、返還

の期間内に第３８条及び第３９条の 規定による支払いをしようとするときは、発注者は、その支払額の中か

らその超過額を控除することができる。 

９ 前項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況からみて著しく不適当であると認められ

るときは、発注者と受注者とが協議して返還すべき超過額を定める。ただし、請負代金額が減額された日か

ら３０日以内に協議が 整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

10 発注者は、受注者が第８項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その未返還額につき、同項の期間を

経過した 日から返還をする日までの期間について、その日数に応じ、年２.５パーセントの割合で計算した

額の遅延利息の支払いを請求することができる。 

11 受注者は、第８項の場合その他請負代金額が減額された場合において、保証契約を変更したときは、変更後

の保証証 書を直ちに発注者に寄託しなければならない。 
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【新】  【旧】  

13 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、発注者に代わりその旨を保証事業会

社に直ちに通知するものとする。 

 
第３７条～第４５条 略  
  
（暴力団等排除に係る解除）  
第４６条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するとき（受注者が共同企業体であるときは、その構

成員のいずれかの者が該当する場合を含む。）は、直ちにこの契約を解除することができるものとし、このた

め受注者に損害が生じても、発注者はその責めを負わないものとする。  
一  法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）の役員等（法人にあっては非常勤を含む役員

及び支配人並びに営業所の代表者その他経営又は運営に実質的に関与している者、その他の団体にあって

は法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等その他経営又は運営に実質的に関与している者、

個人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者その他経営又は運営に実質的に関与している者を

いう。以下同じ。）に暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴

対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員ではないが

暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）と関係を持ちながら、その組織の威力を

背景として暴力的不法行為等を行う者（以下「暴力団関係者」という。）がいると認められるとき。 

（削除）  

 

二 法人等の役員等又は使用人が、暴力団員若しくは暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）若しくは

暴力団の威力又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしていると

認められるとき。  

三 法人等の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的

に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は

関与していると認められるとき。  
四 法人等の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認

められるとき。  
五 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が前各号のいずれかに該当す

ることを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。  
六 受注者が、第一号から第四号のいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契

約の相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を

求め、受注者がこれに従わなかったとき。  
七 暴力団又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる者に請負代金債権を譲渡したとき。  
八 前３号のほか、法人等の役員等又は使用人が、第一号から第四号のいずれかに該当する法人等であること

を知りながら、これを利用するなどしていると認められるとき。  
  
第４７条～第６１条 略  

12 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、発注者に代わりその旨を保証事業会

社に直ちに通知するものとする。 

 

第３７条～第４５条 略  
 

（暴力団等排除に係る解除）  
第４６条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するとき（受注者が共同企業体であるときは、その構

成員のいずれかの者が該当する場合を含む。）は、直ちにこの契約を解除することができるものとし、このた

め受注者に損害が生じても、発注者はその責めを負わないものとする。  
一  法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）の役員等（法人にあっては非常勤を含む役員

及び支配人並びに営業所の代表者、その他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及

び理事等、個人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）に暴力団員による

不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定

する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員ではないが暴対法第２条第２号に規定する暴力団

（以下「暴力団」という。）と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者

（以下「暴力団関係者」という。）がいると認められるとき。 

 

二 暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）がその法人等の経営又は運営に実質的に関与

していると認められるとき。  
 

三 法人等の役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に

実質的に関与している法人等を利用するなどしていると認められるとき。  
  

四 法人等の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的

に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又

は関与していると認められるとき。  
五 法人等の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認

められるとき。  
六 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が前各号のいずれかに該当す

ることを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。  
七 受注者が、第一号から第五号のいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の

契約の相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解

除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。  
八 暴力団又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる者に請負代金債権を譲渡したとき。 

九 前３号のほか、法人等の役員等又は使用人が、第一号から第五号のいずれかに該当する法人等であるこ

とを知りながら、これを利用するなどしていると認められるとき。  
  
第４７条～第６１条 略  

 


